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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第72期 

第１四半期連結 
累計期間 

第73期 
第１四半期連結 

累計期間 
第72期 

会計期間 

自平成27年 
  ４月１日 
至平成27年 
  ６月30日 

自平成28年 
  ４月１日 
至平成28年 
  ６月30日 

自平成27年 
  ４月１日 
至平成28年 
  ３月31日 

売上高 （千円） 15,834,951 12,294,315 60,995,619 

経常利益又は経常損失（△） （千円） 90,432 △133,185 578,368 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△） 

 (千円） 54,479 △103,476 282,668 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 350,011 △263,774 △77,659 

純資産額 （千円） 17,636,264 17,128,523 17,284,116 

総資産額 （千円） 26,388,448 24,651,840 24,755,466 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△） 

 (円） 8.10 △15.38 42.02 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） - - - 

自己資本比率 （％） 66.8 68.3 69.3 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第72期第１四半期連結累計期間及び第72期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

   また、第73期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当

たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社の異動はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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３【財政状態及び経営成績の状況の分析】

  業績の概況

 当第１四半期連結累計期間のわが国経済は、個人消費や企業収益の一部に弱さが見られたものの、各種財政政策

や金融政策を背景として、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。一方、新興国の経済成長減速や英国の国

民投票による欧州連合離脱選択等、世界経済の先行きは不透明感が高まっています。 

 石油製品販売業界におきまして、国内石油製品需要は全体的に低調に推移し、燃料油の販売数量は前年同期に比

べ減少いたしました。国内石油製品価格は、前期末から原油価格が緩やかな上昇基調で推移したものの、前年同期

に比べ大きく低下いたしました。

 このような状況下、当第１四半期連結累計期間の当社グループ業績は、石油関連事業において原油価格が前年度

に比べ下落したため燃料油の販売価格が低下したことや、電力部門における発電所向けＣ重油の販売数量が減少し

たこと等により、売上高は12,294,315千円、前年同期比22.4％の減収となりました。また、石油製品の市況悪化影

響等により、営業損失は206,046千円(前年同期は営業利益8,734千円)、経常損失は133,185千円(前年同期は経常利

益90,432千円）となりました。親会社株主に帰属する四半期純損失につきましては、103,476千円(前年同期は親会

社株主に帰属する四半期純利益54,479千円）となりました。 

 セグメント別及び部門別の状況は次のとおりであります。

 また、当第１四半期連結累計期間より、組織の変更に伴い、従来「石油関連事業」に表示しておりました「太陽

光関連商材販売事業」を、「再生可能エネルギー関連事業」に変更しております。

 なお、前年同期比につきましては、前第１四半期連結累計期間の数値をセグメント変更後の数値に組み替えた上

で比較しております。

 

 ＜石油関連事業＞

 (直営部門)

 直営部門につきましては、セルフＳＳ（サービスステーション）を中心に受入体制を強化し、燃料油の販売数量

が増加いたしました。しかしながら、原油価格の下落に伴い販売価格が低下したことにより、売上高は4,870,445

千円、前年同期比8.1%の減収となりました。

 (卸部門)

 卸部門につきましては、原油価格の下落に伴い販売価格が低下したことや、一部販売店の運営するＳＳが閉鎖さ

れたことで燃料油の販売数量が減少したことにより、売上高は1,758,880千円、前年同期比24.5%の減収となりまし

た。

 (直需部門)

 直需部門につきましては、法人需要家向け燃料油カード発券の営業活動を強化し、ガソリンと軽油の販売数量が

増加いたしました。しかしながら、原油価格の下落に伴い販売価格が低下したことや、火力発電所向けＣ重油の販

売数量が減少したことにより、売上高は3,655,593千円、前年同期比38.5%の減収となりました。

 (産業資材部門)

 産業資材部門につきましては、石油化学製品は、原料製品の販売価格が低下し、売上高が減少いたしました。一

方、農業資材は遮熱資材等の販売が堅調に推移いたしました。その結果、売上高は1,021,524千円、前年同期比

8.0%の減収となりました。

  (その他部門)

 その他部門につきましては、液化石油ガス販売においては、前年同期に比べ製品価格が下落したことにより減収

となり、売上高は260,005千円、前年同期比21.8%の減収となりました。

 ＜外食事業＞

 外食事業につきましては、ケンタッキーフライドチキン店は、前年同期の新設店舗による寄与が一巡したこと等

により、売上高は減収となりました。タリーズコーヒー店は、前年度第４四半期に１店舗の運営を終了したことに

より、売上高は減収となりました。その結果、売上高は219,370千円、前年同期比12.1%の減収となりました。

 ＜不動産事業＞

 不動産事業につきましては、前年度第４四半期に竣工した賃貸マンションが収益寄与し、売上高は148,533千

円、前年同期比7.4%の増収となりました。

 ＜再生可能エネルギー関連事業＞

 太陽光発電設備の機器販売は、前年度第４四半期の優遇税制による駆け込み需要の反動により、売上高は減収と

なりました。日新諏訪太陽光発電所につきましては、売電実績はほぼ計画通りに推移し、売上高は増収となりまし

た。その結果、売上高は359,960千円、前年同期比15.4%の減収となりました。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,400,000

計 30,400,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年８月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,600,000 7,600,000
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

100株

計 7,600,000 7,600,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額

（千円）

資本金残高

（千円）

資本準備金
増減額

（千円）

資本準備金残高

（千円）

平成28年４月１日～ 

平成28年６月30日
－ 7,600,000 － 3,624,000 － 3,277,952

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 873,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,725,900 67,259 －

単元未満株式 普通株式 700 －
一単元（100株）未満

の株式

発行済株式総数 7,600,000 － －

総株主の議決権 － 67,259 －

 

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日新商事株式会社
東京都港区芝浦一

丁目12番３号
873,400 － 873,400 11.5

計 － 873,400 － 873,400 11.5

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（自 平成28年４月１日 

至 平成28年６月30日）及び第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日）に係る四半

期連結財務諸表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,241,140 2,617,412 

受取手形及び売掛金 6,288,444 5,907,945 

商品及び製品 814,177 935,892 

その他 300,252 342,517 

貸倒引当金 △10,772 △8,617 

流動資産合計 9,633,243 9,795,150 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 3,388,364 3,352,588 

土地 5,708,183 5,709,433 

その他（純額） 549,547 563,166 

有形固定資産合計 9,646,096 9,625,188 

無形固定資産 176,956 176,675 

投資その他の資産    

投資有価証券 3,613,785 3,421,350 

関係会社株式 862,722 804,310 

その他 893,987 896,490 

貸倒引当金 △71,325 △67,325 

投資その他の資産合計 5,299,170 5,054,825 

固定資産合計 15,122,223 14,856,690 

資産合計 24,755,466 24,651,840 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 1,322,375 1,284,943 

短期借入金 689,164 676,664 

未払法人税等 179,841 16,978 

賞与引当金 248,371 103,200 

役員賞与引当金 9,800 2,000 

その他 1,273,814 1,050,342 

流動負債合計 3,723,367 3,134,128 

固定負債    

社債 300,000 300,000 

長期借入金 1,693,338 2,392,935 

繰延税金負債 289,685 220,540 

役員退職慰労引当金 36,403 36,403 

退職給付に係る負債 770,303 776,110 

資産除去債務 80,666 80,943 

その他 577,585 582,256 

固定負債合計 3,747,982 4,389,189 

負債合計 7,471,349 7,523,317 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,624,000 3,624,000 

資本剰余金 3,281,625 3,281,625 

利益剰余金 9,890,379 9,726,363 

自己株式 △643,397 △643,397 

株主資本合計 16,152,607 15,988,591 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,101,468 936,231 

為替換算調整勘定 △5,844 △1,808 

退職給付に係る調整累計額 △83,421 △79,695 

その他の包括利益累計額合計 1,012,202 854,727 

非支配株主持分 119,306 285,204 

純資産合計 17,284,116 17,128,523 

負債純資産合計 24,755,466 24,651,840 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

売上高 15,834,951 12,294,315 

売上原価 14,242,954 10,947,902 

売上総利益 1,591,997 1,346,412 

販売費及び一般管理費 1,583,262 1,552,459 

営業利益又は営業損失（△） 8,734 △206,046 

営業外収益    

受取利息 1,001 1,620 

受取配当金 56,613 57,751 

持分法による投資利益 3,655 2,405 

その他 34,920 31,504 

営業外収益合計 96,191 93,282 

営業外費用    

支払利息 8,035 8,231 

為替差損 2,577 8,869 

その他 3,880 3,320 

営業外費用合計 14,493 20,421 

経常利益又は経常損失（△） 90,432 △133,185 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
90,432 △133,185 

法人税、住民税及び事業税 11,412 8,869 

法人税等調整額 24,541 △35,756 

法人税等合計 35,953 △26,886 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 54,479 △106,299 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） － △2,822 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△） 
54,479 △103,476 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 54,479 △106,299 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 304,572 △164,054 

為替換算調整勘定 △7,534 4,036 

退職給付に係る調整額 △2,885 3,725 

持分法適用会社に対する持分相当額 1,378 △1,183 

その他の包括利益合計 295,532 △157,474 

四半期包括利益 350,011 △263,774 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 350,011 △260,951 

非支配株主に係る四半期包括利益 - △2,822 
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【注記事項】

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

（有形固定資産の減価償却方法の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、従来、有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法について、定率法

（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法）を採用してお

りましたが、当第１四半期連結会計期間より定額法に変更しております。

 この変更は、石油関連事業における新ＰＯＳシステムの一斉導入及び連結子会社における大規模太陽光発

電設備の取得を契機として、当社及び国内連結子会社の保有する有形固定資産の使用実態を検証した結果、

当社及び国内連結子会社の主要な資産については、今後も安定的使用が見込まれることから、減価償却方法

として定額法を採用することが、当社グループの経済的実態をより適切に反映する合理的な方法であると判

断したためであります。

 これにより、当第１四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失はそれぞれ

19,523千円減少しております。

 

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当第

１四半期連結会計期間から適用しております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期 

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとお

りであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成28年４月１日
至  平成28年６月30日）

減価償却費 81,359千円 62,488千円

のれんの償却額 4,058千円 2,650千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月19日

取締役会
普通株式 60,539 9.00 平成27年３月31日 平成27年６月５日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月20日

取締役会
普通株式 60,539 9.00 平成28年３月31日 平成28年６月８日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注）２ 
 

石 油 関 連 
事 業 

外食事業 不動産事業 
再 生 可 能 
エネルギー 
関 連 事 業 

計 

売上高              

外部顧客への

売上高 
15,021,454 249,511 138,286 425,699 15,834,951 － 15,834,951 

セグメント間
の内部売上高 
又は振替高 

－ － 12,786 － 12,786 △12,786 － 

計 15,021,454 249,511 151,072 425,699 15,847,737 △12,786 15,834,951 

セグメント利益

又は損失(△) 
△7,395 △6,178 94,833 30,681 111,941 △103,206 8,734 

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△103,206千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であ

ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない総務、経理等管理部門に係る経費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注）２ 
 

石 油 関 連 
事 業 

外食事業 不動産事業 
再 生 可 能 
エネルギー 
関 連 事 業 

計 

売上高              

外部顧客への

売上高 
11,566,449 219,370 148,533 359,960 12,294,315 － 12,294,315 

セグメント間
の内部売上高 
又は振替高 

－ － 13,362 － 13,362 △13,362 － 

計 11,566,449 219,370 161,895 359,960 12,307,677 △13,362 12,294,315 

セグメント利益

又は損失(△) 
△201,748 △11,387 104,919 8,272 △99,944 △106,102 △206,046 

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△106,102千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であ

ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない総務、経理等管理部門に係る経費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

 （報告セグメント区分の変更）

 前連結会計年度末から、「その他」に表示しておりました「再生可能エネルギー関連事業」について量

的重要性が増したため、報告セグメントとして記載する方法に変更しております。

 また、当第１四半期連結累計期間より、組織の変更に伴い、従来「石油関連事業」に表示しておりまし

た「太陽光関連商材販売事業」を、「再生可能エネルギー関連事業」に変更しております。

 なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成し

たものを開示しております。

 

 

- 13 -

2016/08/09 16:08:20／16197553_日新商事株式会社_第１四半期報告書



 

（有形固定資産の減価償却方法の変更） 

 「会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更」に記載のとおり、当社及び国内連結子

会社は、従来、有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法について、定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法）を採用しておりましたが、当第１四

半期連結会計期間より定額法に変更しております。

 この変更は、石油関連事業における新ＰＯＳシステムの一斉導入及び連結子会社における大規模太陽光発

電設備の取得を契機として、当社及び国内連結子会社の保有する有形固定資産の使用実態を検証した結果、

当社及び国内連結子会社の主要な資産については、今後も安定的使用が見込まれることから、減価償却方法

として定額法を採用することが、当社グループの経済的実態をより適切に反映する合理的な方法であると判

断したためであります。

 これにより、当第１四半期連結累計期間のセグメント利益が、「不動産事業」で8,240千円、「再生可能

エネルギー関連事業」で3,791千円それぞれ増加し、セグメント損失が、「石油関連事業」で7,075千円、

「外食事業」で306千円それぞれ減少しております。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四

半期純損失金額（△）
8円10銭 △15円38銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親

会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）

54,479 △103,476

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損

失金額（△）（千円）

54,479 △103,476

普通株式の期中平均株式数（株） 6,726,561 6,726,561

（注） 前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

 当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失

金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。
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２【その他】

 平成28年５月20日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

（イ）配当金の総額 …………………………………… 60,539千円

（ロ）１株当たりの金額 ……………………………… ９円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日 ……… 平成28年６月８日

（注） 平成28年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年８月５日

日新商事株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任監査法人トーマツ 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 水 上  亮 比 呂  印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 髙 木  政 秋  印

 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日新商事株式

会社の平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２８年４月１

日から平成２８年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２８年４月１日から平成２８年６月３０日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び

注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日新商事株式会社及び連結子会社の平成２８年６月３０日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

強調事項 

 会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載されているとおり、会社及び連結子会社は、従

来、有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法について定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）については定額法）を採用していたが、第１四半期連結会計期間より定額法に変更している。 

 当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。 
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利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注） １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

2016/08/09 16:08:20／16197553_日新商事株式会社_第１四半期報告書


	表紙
	目次
	中表紙
	第一部【企業情報】
	第１【企業の概況】
	１【主要な経営指標等の推移】
	２【事業の内容】 

	第２【事業の状況】
	１【事業等のリスク】 
	２【経営上の重要な契約等】 
	３【財政状態及び経営成績の状況の分析】 

	第３【提出会社の状況】
	１【株式等の状況】
	（１）【株式の総数等】
	（２）【新株予約権等の状況】
	（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】
	（４）【ライツプランの内容】
	（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】
	（６）【大株主の状況】
	（７）【議決権の状況】

	２【役員の状況】 

	第４【経理の状況】
	１【四半期連結財務諸表】
	（１）【四半期連結貸借対照表】 
	（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
	【四半期連結損益計算書】
	【四半期連結包括利益計算書】


	２【その他】 


	第二部【提出会社の保証会社等の情報】
	四半期レビュー報告書



